
西宮市外国人等高齢者特別給付金支給要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、国民年金制度上、国籍要件があったために老齢基礎年金等の受給資格を得ることの

できなかった外国人（出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱し

た者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律（平成２１年法律第７９号）第４条の規

定により廃止される前の外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）に規定する外国人登録（以下「外

国人登録」という。）を行っている者に限る。以下同じ。）などで老齢基礎年金等を受けることのできな

い高齢者に対し、市が外国人等高齢者特別給付金（以下「給付金」という。）を支給することにより、そ

の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）老齢基礎年金等 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に規定する老齢基礎年金並びに国民年

金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号。以下「昭和６０年改正法」という。）第１条

の規定による改正前の国民年金法（以下「旧国年法」という。）に規定する老齢年金及び通算老齢年金、

厚生年金保険法(昭和２９年法律第１１５号)に規定する老齢厚生年金、昭和６０年改正法第３条の規

定による改正前の厚生年金保険法に規定する老齢年金及び法律によって組織された共済組合の支給す

る退職共済年金並びに国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令(昭和

６１年政令第５４号)第２５条に規定する老齢を支給事由とする年金たる給付をいう。 

（２）公的年金等 国民年金法に基づく年金たる給付、厚生年金保険、各種共済組合、恩給、労働者災害

補償保険その他別に定める公的年金制度から支給される年金たる給付をいう。 

（３）高齢者 大正１５年４月１日以前に生まれた者をいう。 

（給付対象者） 

第３条 市長は、本市を居住地として住民登録している者のうち、次の各号のいずれかに該当する者で老

齢基礎年金等の受給資格がない者（以下「給付対象者」という。）に給付金を支給する。 

（１）昭和５７年１月１日現在日本国内で外国人登録をしていた者。 

（２）昭和５７年１月１日前に日本国内で外国人登録をしていた者で、昭和３６年４月１日以後に日本国

籍を取得し、年金受給資格期間を制度上満たすことができないもの。 

（３）昭和３６年４月１日以後に日本へ帰国した者で、年金受給資格期間を制度上満たすことができない

もの。 

（支給制限） 

第４条 市長は、前条の規定にかかわらず、給付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、給付金

を支給しないものとする。 

（１）年額７１２，０００円以上の公的年金等を受給しているとき。 

（２）生活保護（又は生活保護に準ずる保護）を受給しているとき。 



（３）西宮市外国人等障害者特別給付金を受給しているとき。 

（４）前年の所得（１月から３月までの間に第６条の規定による支給申請がなされた場合にあっては、前

前年の所得。次号において同じ。）が、国民年金法施行令等の一部を改正する等の政令（昭和６１年政

令第５３号）第１条の規定による改正前の国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号。ただし、

国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭和６１年政令第５４号）

第５２条第１項によって読み替えられた後のもの。以下「旧施行令」という。）第６条の４第１項に定

める額を超えているとき。 

（５）配偶者又は民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める扶養義務者で、主として当

該給付対象者の生計を維持する者の前年の所得が、旧施行令第５条の４第２項に定める額を超えてい

るとき。 

（６）他の地方公共団体から、この要綱で定める給付金と目的及び趣旨を同じくする給付金を受給してい

るとき。 

２ 前項第４号及び第５号の所得の範囲及びその額の計算方法については、旧施行令第６条及び第６条の

２の規定を準用する。ただし、旧施行令第６条の２第２項第４号の規定は、適用しない。 

（給付金の額） 

第５条 給付金の月額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１）公的年金等を受給していない者 ３３，８４０円 

（２）公的年金等を受給している者 次のア又はイに定める額のうち、いずれか少ない額（当該額が前号

で定める額以上のときは、同号で定める額） 

ア ７１２，０００円から公的年金等の年額を控除した額を１２で除して得た額 

イ １６，９２０円に、４０６，０８０円から公的年金等の年額を控除した額（当該額が０円未満の

ときは０円とする。）を２４で除して得た額を加えた額 

（支給申請） 

第６条 給付金の支給を受けようとする者は、西宮市外国人等高齢者特別給付金支給申請書（様式第１号）

に公的年金等未受給状況等申立書（様式第２号）その他別に定める書類を添付して、市長に申請しなけ

ればならない。 

（支給の決定等） 

第７条 市長は、前条の申請があった場合において、給付金の支給を決定したときは西宮市外国人等高齢

者特別給付金支給決定通知書（様式第３号）により、給付金の不支給を決定したときは西宮市外国人等

高齢者特別給付金不支給決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

（支給期間及び支給期日） 

第８条 給付金を支給する期間は、第６条の申請があった日の属する月の翌月から、給付金を受給する資

格（以下「受給資格」という。）が消滅した日の属する月までとする。 

２ 市長は、当該年度の７月、１０月、１月及び翌年度の４月に前条の規定により給付金の支給決定を受

けた者（以下「受給者」という。）にそれぞれ前月分までの給付金を支給する。ただし、特別の理由があ



る場合は、当該支給期間及び支給期日を変更することができる。 

（届出） 

第９条 受給者は、毎年５月１日から同月末日までの間に、西宮市外国人等高齢者特別給付金現況届（様

式第５号。以下「現況届」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 受給者（受給者が死亡した場合は、その者と生計を同じくしていた配偶者、子、父母、孫、祖父母、

兄弟姉妹又はこれらの者以外の三親等内の親族）は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じたとき

は、すみやかに、西宮市外国人等高齢者特別給付金資格要件変更届（様式第６号）に別に定める書類を

添付して、市長に届け出なければならない。 

（１）第１１条第１項の規定により、受給資格が消滅したとき。 

（２）住所又は氏名を変更したとき。 

（３）公的年金等又は生活保護（又は生活保護に準ずる保護）の受給の開始その他給付金の支給要件に係

る事由に変更があったとき。 

（支給の停止等） 

第１０条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、給付金の支給を停止し、又は取り消

すことができるものとする。 

（１）正当な理由がなく前条に規定する届出をしないとき。 

（２）前条第２項第３号に該当することで給付金額変更を要するおそれがあるとき。 

（３）第１４条の規定に違反したとき。 

（４）虚偽その他不正な手段により給付金を受け、又は受けようとしたとき。 

（受給資格の消滅） 

第１１条 受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、受給資格は消滅するものとする。 

（１）西宮市に居住しなくなったとき。 

（２）死亡したとき。 

（３）第３条に規定する要件に該当しなくなったとき。 

（４）第４条第１項各号のいずれかに該当するとき。 

（５）当該年度末までに現況届の提出をしないとき。 

２ 市長は、前項の規定により、受給資格が消滅した場合には、西宮市外国人等高齢者特別給付金受給資

格消滅通知書（様式第７号）により、当該受給者に通知するものとする。 

（給付金の返還） 

第１２条 受給者は、受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、給付された額の一部又は全部を返

還しなければならない。このとき市長は、西宮市外国人等高齢者特別給付金返還通知書（様式第８号）

により、当該受給者に対し給付した額の一部又は全部の返還を請求するものとする。 

（１）重複して給付金を受給したとき。 

（２） 前条の規定により受給資格が消滅し、当該消滅の日の属する月の翌月以降の給付金を受給したとき。 

（３）公的年金等の受給の開始又は金額変更があり、支給されるべき給付金を超えて受給したとき。 



（４）偽りその他不正の手段により、給付金を受給したとき。 

（未支給の給付金） 

第１３条 受給者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき給付金で、まだその者に支給し

なかったものがあるときは、その者の配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹又はこれらの者以外の

三親等内の親族であって、その者の死亡当時その者と生計を同じくしていた者は、西宮市外国人等高齢

者特別給付金未支給請求書（様式第９号）により、その未支給の給付金の支給を請求することができる。 

２ 未支給の給付金を受けるべき者の順位は、死亡した者の配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹及

びこれらの者以外の三親等内の親族の順序とし、同順位者が２人以上あるときは、その１人に対してし

た支給は、全員に対して支給したものとみなす。 

（譲渡及び担保の禁止） 

第１４条 受給資格は、これを譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（実施細目の委任） 

第１５条 この要綱の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

      付  則 

（実施期日） 

１ この要綱は、平成８年４月１日から実施する。 

（平成８年度の特例） 

２ 平成８年度における給付金の支給申請及び支給については、次のとおりとする。 

（１）給付金の支給申請は、平成８年７月１日以後に行うものとする。 

（２）平成８年１２月２７日までに給付金の支給申請をし、支給決定を受けた者については、第８条第１

項の規定にかかわらず、平成８年４月分（平成８年５月１日以後に第３条に規定する要件に該当する

に至った者については、その該当日の属する月の翌月分）から給付金を支給する。 

      付  則 

（実施期日） 

１ この要綱は、平成１０年４月１日から実施する。 

（平成１０年度の特例） 

２ 改正後の第３条に該当する者（改正前の第３条又は改正後の第４条第１項に該当する者を除く。以下

「新規資格者」という。）が平成１１年３月３１日までに給付金の支給を申請し、支給の決定を受けた受

給者にあっては、改正後の第８条の規定にかかわらず、平成１０年４月分（同年４月１日以後に新規資

格者に該当するに至った者にあっては、当該該当するに至った日の属する月の翌月分）から給付金を支

給する。 

（給付対象者の特例） 

３ 平成２９年８月１日（以下この項において「基準日」という。）の前日において、受給者であった者（給

付金と目的及び趣旨を同じくする、他の地方公共団体が実施する給付制度の受給者であった者を含む。）  



のうち、基準日に老齢基礎年金等の受給資格を得た者については、第３条の規定にかかわらず、その者

を引き続き給付対象者であるものとみなす。 

 

付  則 

この要綱は、平成１１年４月１日から実施する。 

付  則 

この要綱は、平成１３年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成１４年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

付 則 

 １ この要綱は、平成２２年１０月１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

 ２ 改正後の第４条の規定により支給制限を受けなくなった者が、平成２３年３月３１日までに給付金

の支給申請をして支給決定を受けたときは、第８条の規定にかかわらず、平成２２年４月分（同月１

日以後に改正後の第３条の規定により給付対象者となった者にあっては、当該該当するに至った日の

属する月の翌月分）から給付金を支給する。 

付 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。 



付 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

ただし、第１条及び第３条については平成２４年７月９日から施行し、同日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成２５年１０月１日から施行する。 

   付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２９年８月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 


